
Ö．固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
１．区分経理関係
独立行政法人科学技術振興機構法第19条に基づき、文献情報提供業務に係る経理（文献情報提
供勘定）とその他の業務に係る経理（一般勘定）とに区分して整理している。
２．有価証券関係
\ 満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
国債・地方債等 280¶000¶000 281¶081¶640 1¶081¶640

時価が貸借対照表計上額を超えないも
の 国債・地方債等 1¶700¶000¶000 1¶515¶520¶000� 184¶480¶000

計 1¶980¶000¶000 1¶796¶601¶640� 183¶398¶360

] 当会計年度中に売却した債券 （単位：円）

売 却 額 売却益の合計 売却損の合計

1¶026¶515¶600 20¶389¶242 0

^ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：円）

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

国債 0 0 0 280¶000¶000

財投機関債 0 0 0 1¶000¶000¶000

外国債 0 0 0 700¶000¶000

３．賞与関係
運営費交付金から充当されるべき賞与の見積りは以下のとおりである。

350¶421¶026円
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４．退職給付関係
\ 文献情報提供勘定
{ 採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として退職一時金制度と厚生年金基金制度を併用している。また、会計基
準第38により退職給付引当金を計上し、文献情報提供勘定に係る人員は300人未満であるため
退職一時金に係る債務については、期末要支給額により算出している。
| 退職給付債務に関する事項 （単位：円）

ａ．退職給付債務 349¶210¶922

ｂ．年金資産 � 105¶030¶693

ｃ．未積立退職給付債務 ａ＋ｂ 244¶180¶229

ｄ．未認識数理計算上の差異 � 81¶187¶943

ｅ．退職給付引当金 ｃ＋ｄ 162¶992¶286

} 退職給付費用に関する事項 （単位：円）

ａ．勤務費用 19¶025¶787

ｂ．利息費用 6¶953¶803

ｃ．期待運用収益 � 5¶813¶189

ｄ．未認識数理計算上の差異の費用処理額 23¶723¶561

ｅ．勘定間異動額 � 149¶727¶889

ｆ．退職給付費用 ａ～ｅ � 105¶837¶927

~ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

ａ．割引率（％） 2•10％

ｂ．期待運用収益率（％） 3•70％

ｃ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ｄ．数理計算上の差異の処理年数（年） 発生時の職員及びその他任期付職員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（５
年）による定額法により翌期から費用
処理。平
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Ó．重要な債務負担行為
重要な債務負担行為は、42¶746¶519¶674円である。

Ô．税効果会計
繰延税金資産の主な原因別内訳（単位：円）

項目 平成22年３月31日現在
繰延税金資産
税務上繰越欠損金 4¶214¶306¶763

一括償却資産償却超過額 1¶178¶594

退職給付引当金繰入超過額 46¶533¶108

賞与引当金繰入超過額 4¶336¶188

貸倒引当金繰入超過額 685¶035

G G G G G G G G

総繰延税金資産 小計 4¶267¶039¶688

控除：評価性引当額 4¶267¶039¶688
G G G G G G G G

繰延税金資産 合計 0
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Õ．重要な後発事象
該当なし

] 一般勘定

運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積りは以下のとおりである。

8¶370¶731¶851円
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